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	「安全無視した審査促進、四電情報鵜呑み」等の態度をあらため、
	再稼働を承認せず核燃料の厳重管理と廃炉計画を求めるよう申し入れます
	(１) 再稼働への審査を急がせる言動を撤回すること。
	(２) 四国電力の「２倍」情報をうのみにせず、愛媛県が自ら客観性のある検証を行うこと。
	(３) 伊方原発の稼働を認めず、核燃料等の厳重管理も含めて廃炉計画を立てさせること。
	(４) 各県並びに県内全域における住民の不安の声、稼働反対の声に誠実に対応すること。
	(５) 県営を含む四国４県全ての水力発電所が電力ピーク時に機敏に起動できるよう、水利権者との調整を行うなど、４県で連携した取り組みをすすめ県民に公表すること。
	(６) 伊方原発環境安全管理委員会に、不安の声・稼働反対の声を伝える住民を加えること。同技術部会に地震や活断層の専門家で原発問題に慎重で批判的な意見をもつ委員を加えること。


